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トラック・バス・タクシーの働き方改革

「直ちに取り組む施策」（抄）

平成29年８月28日

自動車運送事業の働き方改革に関する関係省庁連絡会議取りまとめ

トラック・バス・タクシーといった自動車運送事業は、我が国の産業活動や国民生

活の基盤となる運送サービスを提供する重要な産業である。しかしながら、自動車運

送事業の運転者は、全職業平均と比べ、年間労働時間が１～２割長い一方、年間賃金

は１～３割低いなど、長時間労働・低賃金の状態にあり、平成28年の有効求人倍率が

２倍を超え、全職業平均の約２倍に達するなど、近年、運転者不足が深刻化している

状況にある。また、女性の就業割合が低く、運転者の高齢化も進行している状況にあ

ることから、自動車運送事業の将来の担い手を確保し、我が国にとって必要不可欠な

運送サービスの供給を安定的・持続的に確保していくためにも、運転者の労働条件の

改善は喫緊の課題である。

このような状況も踏まえ、本年３月に決定された「働き方改革実行計画」において

は、自動車の運転業務についても、改正労働基準法の施行期日の５年後に、罰則付き

の時間外労働の上限規制を導入することとされた。また、これと併せ、引き続き可能

な限り、時間外労働を短くする努力も求められる。

こうした規制や取組を実効性あるものとするためにも、設定された猶予期間の間に、

全政府的なバックアップの下、必要な関連制度の見直しや支援措置を行い、長時間労

働削減のインセンティブの強化、生産性の向上、多様な人材の確保・育成、取引環境

の適正化等を強力に推進し、長時間労働を是正するための環境をしっかりと整えてい

く必要がある。

このため、「働き方改革実行計画」（平成29年３月28日働き方改革実現会議決定）及

び「経済財政運営と改革の基本方針２０１７」（平成29年６月９日閣議決定）を踏まえ、

本連絡会議において、上限規制の導入までの間を対象とする「自動車運送事業の働き

方改革に関する行動計画」（仮称）（以下「行動計画」という。）を来年春頃までに策定

・公表することとする。

また、来年度予算概算要求や制度の見直しなど、可能なものについては、行動計画

の策定を待たず、迅速に取組を開始することとし、まずは、次の施策の検討・具体化

を急ぐこととする。（個別の施策の詳細については別表のとおりである。）



別表

直ちに取り組む主な施策

Ⅰ.長時間労働是正のための環境整備

①労働生産性の向上

☆短い時間で効率的に運ぶ－様々なムダの解消－

１～６ （略）

番
項目名 当面の対応方針

関係す
対応区分 予定時期

担

号 る事業 当

安全・円滑な交通を確保しつつ集配中の宅

貨物集配中の 配車両等を駐車させることができる場所に 平成29年
警

７
車両に係る駐 ついては、一定の範囲で貨物集配中の車 トラック 運用を見 度末まで

察
車規制の見直 両の駐車を可能とする駐車規制の見直しを 直す に通達を

庁
し 行うよう、都道府県警察に対して通達を発 発出

出する。

８～63 （略）


